提出書類の参考様式
参考様式
（地質・土質調査業務共通仕様書第１－１６条関連）　
（設計業務共通仕様書第１－１６条関連）　　　　　
年　　月　　日　
熊本県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　  住　　所
商　　号
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
身分証明書交付願
　下記業務について、地質・土質調査業務（設計業務）実施のため、国有、公有又は私有の土地に立ち入る必要がありますので、地質・土質調査業務共通仕様書第１－１６第４項（設計業務共通仕様書第１－１６第４項）の規定に基づく身分証明書の交付を申請します。

記

	１
	委託業務番号
	

	２
	委託業務名
	　　　　　　　　　　　

	３
	履 行 場 所
	

	４
	履 行 期 間
	着手　　　　　　年　　月　　日

完了　　　　　　年　　月　　日


	氏　　名
	生年月日
	作業名称
	作 業 期 間

	　
	　
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日


注１　身分証明書に添付する写真（電子データ）等を提出すること。

２　「作業期間」欄は、作業実施に必要な期間を記載すること。　
参考様式

［身分証明書（地質・土質調査業務、設計業務用）］

(表)

	身分証明書
[image: image1.emf]（ ）

（内容）

・

課　長

担当
技術者

課員



総　括

監督員

主　任

監督員

（一般）

監督員

照査

技術者

管理

技術者

回

答

□その他



年月日：



□提出



□報告



□受理 します。

受

託

者

上記について □承諾



□協議



します。

処

理

□その他



年月日：



□協議



□提出



□受理



添付図



葉、その他添付図書



委

託

者

上記について □指示



□承諾

発議事項

　□指示　　　□請求　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他



受託者



委託業務名



業 務 委 託 打 合 せ 簿

発議者 □委託者 □受託者 発議年月日

第　　　号
氏　　　名
所属機関名
所属機関住所
上記の者は、○○地区○○事業第○号業務委託の地質・土質調査業務（設計業務）に従事していることを証明する。

作業期間　　自　　年　　月　　日
　　　　　　至　　年　　月　　日
   年   月   日

熊本県知事　　　　　　　　　印　　　


(裏)

	＜注意＞

１　本証明書は、公印・日付のないものは無効とする。
２　本証明書は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。
３　改変された本証明書は、無効とする。
４　本証明書を紛失し、又は破損した時は、直ちに発行機関に届けること。

５　立入り作業完了後１０日以内に、本証明書を発行機関に返却すること。


参考様式

（測量業務共通仕様書第１７条関連）
　　
平成　　年　　月　　日
熊本県知事　　　　　　　様

住　　所

商　　号
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

身分証明書交付願

　下記業務について、測量業務実施のため、国有、公有又は私有の土地に立ち入る必要がありますので、測量法第１５条第３項の規定に基づく身分証明書の交付を申請します。

記

	１
	委託業務番号
	

	２
	委託業務名
	　　　　　　　　　　　

	３
	履 行 場 所
	

	４
	履 行 期 間
	着手　　　　　　年　　月　　日

完了　　　　　　年　　月　　日


	氏　　名
	生年月日
	測量士・補

登録番号
	作業名称
	作 業 期 間

	　
	　
	
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日

	　
	　
	
	
	自　　　　年　　月　　日

至　　　　年　　月　　日


注１　身分証明書に添付する写真（電子データ）等を提出すること。

２　「作業名称」欄は、熊本県土地改良事業測量作業規定に定める測量作業の

名称を記載すること。（例：基準点測量、水準測量）

３　「作業期間」欄は、作業実施に必要な期間を記載すること。　

（表）

	身分証明書

第　　　　号

氏　　名
生年月日
所属機関名

所属機関所在地
	左記のものは、測量法第15条第1項の規定により、　　　　　　　　の　　　に基づいて土地に立ち入ることができるものであることを証する。

令和   年   月   日発行

発行機関　　　　　　　　印

印


（裏）

	測量法（昭和24年法律第188号）抜粋

第15条　国土地理院の長又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は、基本測量を実施するために必要があるときは、国有、公有又は私有の土地に立ち入ることができる。

2 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとするものは、あらかじめその占有者に通知しなければならない。但し、占有者に対してあらかじめ通知することが困難であるときは、この限りでない。

3 第1項に規定する者が、同項の規定により土地に立ち入る場合においては、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを呈示しなければならない。

第39条　第14条から第26条までの規定は公共測量に準用する。
	有効

期間

自　年　月　日

至　年　月　日

自　年　月　日

至　年　月　日

自　年　月　日

至　年　月　日

作業

地域

作業の

名称

発行機

関の印




備考 不用の文字は、発行機関で消すこと。
用紙の寸法は、日本工業規格Ｂ８とする。
※　本身分証明書の様式は、測量法施行規則第一条のニ（別表第一の二）に定められていますので、発行に当たっては委託者の方で最新の様式を確認されますようお願いします。

「地すべり等防止法施行規則第二条」に定める身分証明書の様式（別記様式第一）

（表）

	第　　　号　
交付年月日　
有効期間　　　
身　分　証　明　書
住　　所
氏　　名
職　　名
生年月日
上記の者は、地すべり等防止法第６条第１項の規定により地すべり防止区域
の指定に関する調査のため他人の土地に立ち入ることのできる者であることを証する。
主務大臣　　　　　　　　　印　


（裏）

	地すべり等防止法抜粋
第３条主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事の意見をきいて、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。以下同じ。）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発し、又は助長し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを「地すべり地域」と総称する。）であつて、公共の利害に密接な関連を有するものを地すべり防止区域として指定することができる。
第２項以下省略
第５条　第３条第１項の指定は、必要に応じ、当該地すべり地域に関し、地形、地質、降水、地表水若しくは地下水又は土地の滑動状況に関する現地調査をして行うものとする。
第６条主務大臣又はその命を受けた職員若しくはその委任を受けた者は、前条の調査のためやむを得ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。
２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとするときは、あらかじめ当該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが困難であるときは、この限りでない。
３ 第１項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとするときは、立入の際あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げなければならない。
４ 日出前及び日没後においては、占有者の承認があつた場合を除き、前項に規定する土地に立ち入つてはならない。
５ 第１項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
６ 第１項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用しようとするときは、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その者の意見をきかなければならない。
７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。
８ 国は、第１項の規定による立入又は一時使用により損失を受けた者に対し、通常生ずべき損失を補償しなければならない。
９ 前項の規定による損失の補償については、国と損失を受けた者とが協議しなければならない。
10 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国は、自己の見積った金額を損失を受けた者に支払わなければならない。この場合において、当該金額について不服がある者は、政令で定めるところにより、補償金の支払を受けた日から30日以内に収用委員会に土地収用法（昭和26年法律第219号）第94条の規定による裁決を申請することができる。
11 第５項の規定による証明書の様式その他証明書に関し必要な事項は、主務
省令で定める。


「海岸法施行規則第六条」に定める身分証明書の様式（別記様式第三）

　　（表）

　　　（裏）
参考様式
参考様式

（測量業務共通仕様書第９条、第１０条関連）

主　任  技  術  者      
担　当　技  術  者

１ 委託業務番号　　　　　　第　　　　　　号
２ 委 託 業 務 名
３ 履　行　場　所
４ 主任技術者氏名
５ 主任技術者の取得資格等　
　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日取得

　　　　　　　　　　　　　交付番号（　　　　　　　　　　）
６ 担当技術者

	氏　名
	取得資格
	担 当 業 務 内 容
	備　　考

	
	年　　月　　日取得

交付番号（　　　　　　　）
	
	

	
	年　　月　　日取得

交付番号（　　　　　　　）
	
	

	
	年　　月　　日取得

交付番号（　　　　　　　）
	
	　

	
	年　　月　　日取得

交付番号（　　　　　　　）
	
	


　　　　
上記のとおり主任技術者、担当技術者を定めたので、経歴書を添え通知します。
　　年　　月　　日
住　　　所
商　　　号
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
熊本県知事　　　　　　　　　　　　　　　様
参考様式

（地質・土質調査業務共通仕様書第１－９条関連）　

（設計業務共通仕様書第１－９条関連）　　　　　

担当技術者通知書

１ 委託業務番号　　　　　　第　　　　　　号
２ 委 託 業 務 名
３ 履　行　場　所
４ 担当技術者

	氏　名
	取得資格
	担 当 業 務 内 容
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	　

	
	
	
	


上記のとおり担当技術者を定めたので、経歴書を添え通知します。
　　年　　月　　日
住　　　所
商　　　号
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
熊本県知事　　　　　　　　　　　　　　　様
参考様式
業　務　履　行　報　告　書
《　　　月分》

	１
	委託業務番号
	

	２
	委託業務名
	

	３
	業務委託料
	金　　　　　　　　　　　　　円

	４
	履行期間
	着手　　　　　　年　　月　　日

完了　　　　　　年　　月　　日


	作業項目
	月
10　20
	月
10　20
	月
10　20
	月
10　20
	月
10　20
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	進捗率
計画（%）
	
	
	
	
	
	

	実績（%）
	
	
	
	
	
	


注　業務計画の計画工程を　　　　(黒)、当該月までの実施工程を　　　　（赤）

　　翌月以降の予定工程を　　　　（赤）で記入すること。



写　真








写 真





命令


委任





国土地理院の長


測量計画機関








写　真





第　　　　　号


身　　分　　証　　明　　書


住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


職　名　　　　　　　　　　　　　年　令　　　　





右は、海岸法第十八条第一項の規定により海岸保全区域に関する調査


等のため他人の土地及び水面に立ち入ることができる者であることを証


する。


交付年月日


有効期間


主務大臣　　　　　　　　　　　　　印　　





海岸法抜すい


第十八条海岸管理者又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、


海岸保全区域に関する調査若しくは測量又は海岸保全施設に関する工


事のためやむを得ない必要があるときは、あらかじめその占有者に通


知して、他人の占有する土地若しくは水面に立ち入り、又は特別の用


途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用する


ことができる。ただし、あらかじめ通知することが困難であるときは、


通知することを要しない。


２　前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地若しくは水


面に立ち入ろうとするときは、立入の際あらかじめその旨を当該土地


又は水面の占有者に告げなければならない。


３　日出前及び日没後においては、占有者の承認があつた場合を除き、


前項に規定する土地又は水面に立ち入つてはならない。


４　第一項の規定により土地又は水面に立ち入ろうとする者は、その身


分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示


しなければならない。


５　第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作


業場として一時使用しようとするときは、あらかじめ当該土地の占有


者及び所有者に通知して、その者の意見をきかなければならない。


６　土地又は水面の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一


項の規定による立入又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。





通知書
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